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独立行政法人農畜産業振興機構平成１６年度計画 

 

 

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

 １ 事業費の削減・効率化 

事業費については、抑制目標（中期目標期間中に、平成１４年度（ＢＳＥ関連 

の補助事業を除く。）の９割以下の水準に抑制）を達成するため、補助事業の効 

率化等を行う。この場合、経済情勢、農畜産業を巡る情勢、国際環境の変化等を 

踏まえた政策的要請により影響を受けることについて配慮する。 

 

 ２ 業務運営の効率化による経費の抑制 

一般管理費（退職手当を除く。）について業務運営の効率化による経費の抑制

目標（中期目標期間中に平成１４年度比で１３％抑制）を達成するため、平成１

５年度に策定した効率化推進方針に基づき、業務運営の効率化に努め、平成１４

年度比で 7％抑制する。  

 

３ 業務執行の改善 

(1) 業務全体の点検・評価 

① 業務の進行状況を四半期毎に点検・分析し、業務運営の的確な進行管理を

図る。 

 

② 各四半期終了後を目途に、業務の進行状況についての自己評価を行う。ま

た、年度計画終了後の業務実績について、自己評価をもとに第三者機関によ

る業務の点検・評価を実施できるよう進行管理を的確に行う。 

 

③ 15 年度の業務実績について、自己評価をもとに第三者機関による点検・

評価を実施する。 

 

④ 第三者機関による 15 年度の業務実績に係る点検・評価結果を必要に応じ

て業務運営に反映させる。 

 

 (2)  補助事業の審査・評価 

① １６年度事業について、事業年度終了後速やかに自己評価及び第三者機関

による審査・評価を実施できるよう進行管理を的確に行う。 

 

   ②  １５年度事業の達成状況等について、自己評価を行うとともに、１５年度
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に設置した第三者機関による事業の審査・評価を行い、必要に応じ業務の見

直しを行う。 

  

(3)  内部監査体制の充実・強化 

  平成１６年度の内部監査年度計画を作成し、この計画に基づく対象業務につ

いて、平成１５年度に作成した内部監査マニュアルに基づき、内部監査を実施

する。  

 

 (4)  新たな会計システムの整備のための以下の課題について検討を行い、具体的

方法を決定する。 

① 個々の会計事務処理の統一化 

② 会計システムと業務システムとの連携 

③ 金融機関とのファームバンキング化 

 

４ 業務運営能力等の向上 

 

 (1)  職員の事務処理能力の向上を図るため、１５年度に策定した「業務運営能力

開発向上基本計画」に基づき、同計画に即して研修等を実施する。 

 

① 生産現場等での実体験を通じた専門知識・技術及び企業会計、情報ネット

ワーク化等の高度事務処理技術の習得を図るための研修を合計３回行う。 

 

    ② 流通・小売段階での研修を行うとともに、消費者等に機構の業務を分かり

やすく情報提供するための広報専門家による講習会やインストラクターによ

る研修を合計４回行う。 

 

③ オン・ザ・ジョブ・トレーニング（ＯＪＴ） 等を通じた専門知識、高度

事務処理技術等の伝達・実習を円滑に行うための研修を合計４回行うととと

もに、自己研鑽をしやすい環境を整備する。 

 

    ④ 会計事務職員の専門的資質の向上を図るための研修を合計３回行う。 

 

 (2)  国民の信頼を確保し、役職員の倫理、規範意識の啓発を図るため、以下の措

置を講じる。 

 

  ① 役職員に対する行動憲章の浸透、規範意識の維持・確保に向けた取組みと

して、規範意識研修会を開催する。 
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② 機構の業務運営に必要な役職員の意識改革を進め、資質・能力の向上を図

るため、有識者による講演会、有識者との意見交換会等（改革フォーラム）

を１６年度中に４回以上開催する。 

     

③ トップの意識改革と役職員間の意思疎通を図るため、役員・職員間、部門

間の意思疎通を推進するとともに、職員から業務改善策の提案を募る。 

  

５ 機能的で柔軟な組織体制の整備 

社会経済情勢や農畜産業をめぐる情勢の変化に的確に対応しつつ、効率的かつ

機動的に業務を推進できるよう、以下の措置を講じる。 

 

(1)  プロジェクトチーム（ＰＴ）の設置・活用等業務の質及び量に応じて効率的・

機動的に実施する。 

 

(2)  機動的で柔軟な組織体制を整備するため、職員の部門間の交流を図るととも

に、緊急事態が発生した場合は、機動的に人員配置を見直す。 

 

  (3)  効率的な業務運営及び機動的な組織運営を確保するため、幹部会等を開催す

る。 

 

６ 補助事業の効率化等 

(1) 「事業効果評価分析手法開発に関する調査検討委員会」を設置し、費用対効

果の評価手法が開発されている事業については、平成１５年度に開発した事後

評価手法の実証を行い、その評価結果を事業に反映させる仕組みを平成１６年

度末までに構築する。 

  

（2） 「事業効果評価分析手法開発に関する調査検討委員会」を設置し、評価手法

が開発されていない事業については、事業の効果を適切に評価できる手法の開

発に向け、平成１５年度に策定した開発計画に従い、評価手法の開発に着手す

る。 

 

(3)  補助事業の適正、効率的な実施を確保するため、業務執行規程等に基づき、

以下の措置を講じる。 

 

     ① 明確な審査基準に基づき事業を実施する。 

 

② 新規事業を中心に、事業説明会、巡回指導等を実施し、事業実施主体に対

する指導を徹底する。 
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③ 15 年度に構築した進行管理システムに基づき進行管理を的確に行う。 

 

④ 事業の透明性の確保を図るため、ホームページ等で、事業内容、補助対象者、 
採択要件、申請様式、申請窓口等を公表するとともに、事業採択後、速やかに 

補助先を公表する。また、各事業の終了時期を補助事業実施要綱等に明記し、 

公表する。 

 

⑤  事務処理手続の迅速化、進行管理の徹底等を通じ、事業実施主体から要領及

び事業実施計画を受理してから承認の通知を行うまでの期間並びに補助金の

交付申請を受理してから交付決定の通知を行うまでの期間が１０業務日以内

である件数の全件数に占める割合を９０％以上とする。ただし、地方の複数の

事業実施主体に係る件数については、対象件数から除く。 

 

(4) 施設整備事業については、以下の措置を講じる。 

 

① 事業実施計画承認申請の前に事業実施主体と協議（書面によるものを含む。） 
を行う。 

 

② 評価分析手法が開発されている事業については、効用が費用を上回ることが

見込まれるもの又はコスト分析等の評価基準を満たしているものを採択する。 

    

③ 食肉流通合理化総合対策事業等で設置する施設等（事業費５千万円未満のも

のは除く。）については、必要に応じて現地調査を行う。 

 

④ 費用対効果分析を実施している事業で設置した施設については、施設設置後 
３年目までのものの利用状況の調査を行う。 

 

第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 

１ 畜産関係業務 

(1) 指定食肉の売買 

指定食肉の買入れ・売渡しを決定した場合は、決定した日から３０業務日以

内に業務を実施するために、指定食肉の需給動向を毎月（価格動向については

毎日）把握する。 

 

   (2) 生産者団体等が行う畜産物の調整保管事業に対する補助 
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国が保管計画の認定を行った場合は、認定された日から１４業務日以内に調

整保管を開始するために、畜産物の需給動向を毎月（指定食肉及び鶏卵の価格

動向については毎日）把握する。 

 

  (3) 畜産に係る補助 

        畜産に係る補助事業は、国等の行う事業・施策との整合性を確保しつつ、国、

事業実施主体等との明確な役割分担と連携の下に、以下のとおり事業の重点化

を図るとともに、機動的・弾力的に実施する。 

 

① 学校給食用牛乳供給事業 

 ア 酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律（昭和２９年法律第１８２号）

に基づき定められている学校給食供給目標について、供給日数に係る達成

率を向上させるため、事業実施主体を通じて児童及び生徒等に対して、牛

乳に関する副読本の配布等の普及啓発等を推進する。 

      同法に基づき定められている学校給食供給目標について、供給日数に係

る達成率を９０％以上とする。 

 

       イ 学校給食用牛乳の衛生管理の強化については、国等の行う事業・施策と

相まって、ＨＡＣＣＰ承認工場の割合を中期目標の期間の終了時までに５

０％以上に引き上げることを目標に、事業実施主体による品質管理技術、

衛生管理基準等に関する研修会の開催、相談員による指導等を行う。 

 

② 主要な畜産物の流通の合理化のための処理、保管等の事業 

    ア 乳業の国際競争力を強化し、衛生的かつ生産効率の高い乳業施設の整備

を図るため、衛生的・効率的乳業施設の整備計画を採択する。 

 

イ 食肉処理施設の整備等については、ＢＳＥ問題から派生したせき柱・汚

泥の処理等衛生・環境関連の施設整備計画を優先的に採択する。 

 

    ウ 国産食肉及び国産生乳・乳製品等に対する理解の促進のため、イベント 

の開催等により栄養的価値等のＰＲ、正しい知識の普及啓発を行うととも 

に、各地で開催されるミートフェア等の催事等において消費者等を対象に 

畜産物に係る知識等の普及度を測定する基準とするためのアンケート調査 

を行う。 

 

   ③ 畜産の経営又は技術の指導等の事業 

    ア 肉用牛肥育経営安定対策事業の第２業務対象年間（平成１６年度～１８

年度）の発足に当たり、全国会議を開催して制度の周知徹底を図るととも
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に、補てん金を迅速・的確に交付するため、補てん金の交付状況に応じて

所要の基金造成を適切に行う。 

 

イ 家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律（平成１１年

法律第１１２号）の本格施行（平成１６年１１月）に向けて、本事業によ

り機械施設を整備するための所要額を早期に把握して基金造成を適切に行

うとともに、民間団体等による指導の推進を図る。 

 

ウ 飼料自給率の向上及び飼料生産コストの低減を図るため、土壌の分析・

改良等による草地の改善、飼料利用の拡大のためのコンクール等を実施す

ることにより、環境との調和を図った生産性の高い草地への転換を推進す

る。 

 

     エ ゆとりある畜産経営を実現するため、飼料収穫作業、堆肥散布作業、耕

起等作業等の各作業毎に補助を行うとともに、ヘルパー制度の利用拡大を

推進するための研修制度の充実、優良事業経営発表会での表彰等を行う。 

 

   オ １５年度に発足した家畜衛生新互助制度について、事業実施主体の実施

するブロック会議に積極的に参加し、制度の普及に努める。 

 

    カ 負債の償還が困難な生産者及び後継者の経営承継の円滑化を図るため、

長期低利の借換資金の融通等を行うとともに、生産者、県団体等に対する

現地指導を行う。 

 

  ④ 肉用牛の生産の合理化のための事業 

 肉用牛の生産基盤の安定を図るため、肉用牛の改良増殖を強化するための

情報の収集・提供、分娩間隔・肥育期間の短縮等の生産性向上のための実証

調査等を補助するとともに畜産新技術の実用化への支援等を行う。 

 

  ⑤ その他畜産の振興に資するための事業 

ア 畜産物に係る知識の普及、安全性のＰＲを行うためのシンポジウムの開

催等を行うとともに、牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する

特別措置法（平成１５年法律第７２号）の施行に対応して、牛肉のトレー

サビリティ・システムの確立のため、規制対象外食事業者等に情報伝達機

器類等のリース事業の普及啓発を行う。 

 

イ 既に実施している大家畜経営改善償還推進資金等の円滑な償還を推進す

るため、生産者等、県団体等に対する現地指導を行うとともに、ＢＳＥ発
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生農家等への支援を行う。 

 

ウ 畜産副産物のレンダリング処理及び肉骨粉の適正な処分を推進するため

の現地指導を行うとともに、死亡牛の検査・処理の適切かつ円滑な実施が

推進されるよう、事業実施主体が開催するブロック会議に積極的に参加し

て指導を行う。 

 

    エ 口蹄疫等悪性伝染病発生時等に、国と連携して、畜産農家及び畜産関係 

者への影響緩和対策等を速やかに行う。 

 

(4) 加工原料乳生産者補給交付金の交付 

① 指定生乳生産者団体からの交付申請を受理した日から１８業務日以内に

生産者補給交付金を交付するため、指定生乳生産者団体に対する円滑な事

務処理体制についての指導等を行う。ただし、指定生乳生産者団体から１

８業務日を超えた支払希望がある場合を除く。 

 

② ホームページ等において、指定生乳生産者団体別の受託数量、加工原料

乳認定数量等に係る情報を、全都道府県からの報告が終了した日から１０

業務日以内に公表するため、都道府県及び指定生乳生産者団体との連携を

行う。 

 

 (5)  指定乳製品等の輸入・売買 

     ① 指定乳製品等の価格が著しく騰貴し又は騰貴するおそれがあると認めら

れる場合に指定乳製品等の輸入を行うときには、農林水産大臣が輸入を承

認した日から５０日以内（大洋州産以外のものについては８０日以内）に

指定乳製品等の輸入及び売渡しを行うため、以下のとおり輸入業務関係者

に対する指導強化等を行う。 

 

     ア 輸入業務の委託先となる指定商社に対し、迅速な輸入手続き等に係る

説明・指導を行う。 

 

イ 輸入指定乳製品等の寄託先となる指定倉庫に対し、万全な荷扱い等に

係る説明・指導を行う。 

 

② 国家貿易機関として、平成１６年度に国から通知を受けた指定乳製品等の

輸入数量を輸入手当てする。 

 

③ 指定乳製品の生産条件及び需給事情その他の経済事情を考慮し、指定乳製
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品の消費の安定に資することを旨として国が指示する方針により、指定乳製

品等を的確に売り渡す。 

また、指定乳製品等の売渡しに当たっては、指定乳製品等の輸入・売渡

し業務の透明性を図るため、需要者との意見交換を通じ、外国産指定乳製

品等の品質・規格、用途等を紹介するほか、外国産指定乳製品等の品質等

に対する需要者の要望・意向を把握する。 

 

④ ホームページ等において、指定乳製品等の買入れ・売戻しの月ごとの売買

実績を翌月の２０日までに公表する。 

 

(6)  肉用子牛生産者補給交付金の交付 

① 交付業務の迅速化 

指定協会からの交付申請を受理した日から２８業務日以内に生産者補給

交付金等を交付するため、必要に応じて会議を開催し、早期の交付申請等に

ついて指定協会に対する指導を行う。 

また、個体登録申込等手続きの円滑化を図るため、平成 15 年度に開発し

た国の家畜個体識別システムとの連携システムを対応可能な指定協会等に

導入するとともに、これに係る研修を実施する。 

 

② 交付状況に係る情報の公表 

ア ホームページ等において、生産者補給交付金の交付状況に係る情報を、

全指定協会に対し交付を終了した日から１０業務日以内に公表するととも

に、指定協会を対象とした事務処理の適正実施のための会議を開催する。 

 

イ 肉用子牛生産の安定に資する目的で生産者に提供する情報の質の向上

を図るため、生産者補給金交付通知書（葉書）の活用を行う。       

 

２ 野菜関係業務 

 

(1) 指定野菜価格安定対策事業に係る生産者補給交付金等については、登録出荷

団体等からの交付申請を受理した日から12業務日以内に交付する。 

  また、登録出荷団体からの早期の交付申請及び登録出荷団体から生産者への

迅速な交付が行われるよう、登録出荷団体を指導する。 

 

(2) 契約指定野菜安定供給事業に係る生産者補給交付金等については、登録出荷

団体等からの交付申請を受理した日から４０業務日以内に交付する。 

  また、登録出荷団体等に対する申請書類の整備に係る研修を実施するととも

に、登録出荷団体からの早期の交付申請及び登録出荷団体から生産者への迅速
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な交付が行われるよう、登録出荷団体を指導する。 

 

 (3) 野菜価格安定制度の対象となっている各品目及び出荷時期ごとの交付予約

数量については、登録出荷団体等からの申込期限到来後速やかに（指定野菜価

格安定対策事業にあっては、４月、６月、７月及び９月。契約指定野菜安定供

給事業にあっては、４月から７月まで及び９月から翌年１月までの毎月。）、交

付実績については、毎月、ホームページ及び広報誌により公表する。 

 

３ 砂糖関係業務 

(1) 砂糖の価格調整 

     ①  国内産糖交付金については、国内産糖製造事業者からの交付申請を受理し

た日から１８業務日以内に交付する。 

 

     ②  ホームページ等において、輸入指定糖・異性化糖等の買入れ・売戻しにお

ける月ごとの売買実績及び国内産糖交付金の月ごとの交付決定数量を翌月の

２０日までに公表する。 

 

  (2) 砂糖に係る補助 

    砂糖に係る補助事業は、国等の行う事業・施策との整合性を確保しつつ、国、

事業実施主体等との明確な役割分担と連携の下に、機動的・弾力的に実施する。 

 

① 砂糖の生産・流通の合理化のための事業 
  国内産糖企業・精製糖企業における製造コストの低減等を促進するため、

以下の措置を講じる。 

ア てん菜糖企業 

    （ア）中間受入場の集約等の原料集荷に係る輸送コスト及び受入作業コスト

の縮減に資する設備の整備・導入等について支援する。 

    （イ）てん菜糖の製造経費の縮減に資する設備の整備・導入等について支援

する。 

    （ウ）製糖工程で大量に発生し、その多くが産業廃棄物として処理されてい

るライムケーキ及び余剰汚泥等の減量化・再資源化に資する農業機械等

の導入について支援する。 

    （エ）てん菜糖工場は、大量の燃料・電気を使用しているため、その省エネ

ルギー化に資する設備の整備・導入等について支援する。 

 

イ 甘しゃ糖企業 

   （ア）甘しゃ糖の製造経費の縮減に資する設備の整備・導入等について支援す

る。 
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   （イ）甘しゃ糖工場は、大量の燃料・電気を使用しているため、その省エネル

ギー化に資する設備の整備・導入等について支援する。 

     

ウ 精製糖企業については、砂糖の製造・販売・流通等のより一層のコスト低

減・合理化の促進等について支援する。 

 

     ② 甘味資源作物の生産・流通の合理化のための指導の事業 

     てん菜・さとうきびの生産・流通コストの低減を促進するため、以下の措

置を講じる。 

 

ア てん菜 

   （ア）育苗費、ハウス経費及び労働力の削減を図るため、直播栽培の普及割合

が大きい北海道南部の集荷区域を中心として、現地説明会を開催すること

等により、直播栽培の促進に資する農業機械の導入等について支援する。 

   （イ）直播栽培の生産の安定化を図るため、現地説明会を開催すること等によ

り、湿害対策に資する簡易な作業機械の導入等について支援する。 

   （ウ）海外から導入した耐病性遺伝資源の増殖及び早期育成の促進を図るとと

もに、播種作業等の省力化のための農業機械等の開発について支援する。 

   （エ）農家貯蔵の延長を促進し、工場の貯蔵量の減少、受入集中期のピークの

平準化、工場貯蔵のロスの減少及び登熟した原料の集荷等を図るため、品

質管理の徹底に資する費用について助成する。 

 

イ さとうきび 

（ア）さとうきびの生産拡大を図るため、現地説明会を開催すること等により、

規模拡大志向者等への農地集積の支援及び規模拡大に対応した機械化一貫

体系の確立に資するための農業機械の導入等について支援する。 

（イ）さとうきびの生産コスト削減を図るため、現地説明会を開催すること等

により、収穫機械等の整備・導入等を行うとともに、施肥体系を含めた栽

培技術の検討及びその普及について支援する。 

（ウ）さとうきびの単収・品質の向上を図るため、現地説明会を開催すること

等により、病害虫の防除及び優良種苗の供給等について支援する。 

   

      ③ 砂糖に対する理解の促進のための事業 

         消費者に対し、砂糖についての誤解の払拭や砂糖が持つ機能・効用のＰＲ

等砂糖に対する正しい情報の提供を図るため、以下の措置について支援す

る。 

 

ア 新聞雑誌等の媒体を活用した情報の提供を行うとともに、オピニオンリ
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ーダーの育成等による砂糖に対する理解の促進のための普及・啓発を行う。 

 

  イ 消費者を対象に「砂糖の効用」及び「砂糖の誤解」等をテーマとしたシ

ンポジウム等を全国の主要都市において、２回以上開催する。 

 

ウ 消費者等を対象に砂糖の効用等に対する理解度を測定するためのアンケ

ート調査を行う。 

 

４ 蚕糸関係業務 

 (1)  生糸の輸入調整 

① 国産生糸の価格が著しく騰貴し又は騰貴するおそれがあると認められる場

合に輸入によって保有する生糸の売渡しを行うときには、入札の公告を行った

日から 13 業務日以内に売買契約を締結するため、市場価格の動向と需給状況を

日々把握する。 

 

② ホームページ等において、輸入生糸の買入れ・売戻しにおける月ごとの売買

実績を翌月の２０日までに公表する。 

 

(2) 蚕糸に係る補助 

蚕糸に係る補助事業は、国等の行う事業・施策との整合性を確保しつつ、国、

事業実施主体等との明確な役割分担と連携の下に、機動的・弾力的に実施する。 

 

① 繭糸の生産・流通の合理化のための事業 

繭の品質評価システムの導入によって高品質繭の生産誘導を図るため、平成

１６年産の繭代について、繭の品質（解じょ率・選除繭歩合）に応じた補給金

及び奨励金を全国の養蚕農家に交付する。 

また、群馬、福島県等の養蚕文化継承地域における養蚕作業の省力化・効率

化を図るため、養蚕農家へ１～３令まで共同飼育した稚蚕の配蚕について支援

する。 

 

② 絹織物等に対する理解の促進のための事業 

国内で製織・染色され、外国産絹製品と明確に差別化された絹織物・絹製品

の流通数量を、平成１４年度の１．４倍以上とする。 

このため、京都等の織物集散地や主要都市のデパート等において、国内で製

織・染色された絹織物・絹製品を証明する「日本の絹マーク」のポスター・チ

ラシを配布するなどのキャンペーン活動を支援する。 

 

５ 情報収集提供業務 
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 (1)  情報検討委員会の設置と積極的な情報の収集・提供   

① 農畜産業の動向及び関係者、情報利用者等のニーズを的確に把握するため、

専門家、情報利用者、消費者等の参画を得た分野別の情報検討委員会を年 1

回開催し、１６年度の情報収集提供業務の実施状況及び１７年度の計画等に

ついて検討する。 

 

② 農畜産業経営の安定、食品のリスクコミュニケーションの充実に資する観

点から、ア ＷＴＯ交渉及びＦＴＡ交渉の進展に即した海外駐在事務所等を活

用した関連情報、イ 新たな基本計画の検討状況、ウ 食品安全委員会の議論

の動向等も踏まえた食品安全に係る情報、エ 食育等、農畜産業を巡る情勢の

変化に応じた内外の重要情報を提供する。 

  

(2)  情報精度、利便性の向上  

情報の収集に当たっては、情報精度・利便性の向上を図るため、以下の措置

を講じる。 

① 畜産物の需給関連数値情報、砂糖類の流通調査、野菜の生産・流通・消費

の動向に関する調査及び絹織物、絹製品等の流通調査の実施に当たっては、

情報精度・利便性の向上を図るため、情報検討委員会において、１６年度の

実施状況及び１７年度の計画について検討する。 

 

② 畜産物、野菜、砂糖及びその原料作物、繭並びに生糸の生産に貢献する国

内の調査、生産・流通・消費の動向及びこれらに関する学術的調査、海外に

おける先進的な取り組み事例に関する情報収集に当たっては、専門家を活用

した、幅広い分野からの情報収集を行う。 

  また、情報検討委員会において、専門家を活用した調査等の１６年度の実

施状況及び１７年度の計画について検討する。 

  

(3)  情報提供の効果測定等 

① 提供した情報やその提供方法について、その効果を測定するためのアンケ

ート調査を実施する。 

  また、情報検討委員会におけるアンケート調査結果等の議論を踏まえ、紙

面については編集会議で検討し、必要なものについて改善を行う。 

（ホームページについては、（６）を参照） 

② (1)、(2)、(4)及び(5)の措置の着実な実施を通じ、情報利用者の満足度が

５段階評価で３．７以上となるようにする。 

 

(4)  情報の迅速かつ機動的な提供 

情報の提供は、進行管理システムに基づき迅速に行うこととし、情報の種類
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に応じ以下に掲げる期間内に公表を行う。 

また、国から事業・施策の推進に必要な緊急の問い合わせや調査依頼があっ

た場合は、機動的に情報提供を行うとともに、必要に応じ組織体制を検討する。 

 

ア 畜産関係 

         ａ 需給関連数値情報及び需給に影響を及ぼす事象情報 

       （ａ）週報：情報収集の翌週 

         （ｂ）月報：情報収集の翌月 

         （ｃ）ホームページ：月報と同時又は情報収集の翌週 

        ｂ 国内調査等 

国内調査結果等に分析・解説等を加え、翌々月までに提供。ただし、

専門家の分析が必要な場合は３ヶ月以内。 

        ｃ  海外の主要国の畜産関係政策変更等 

海外主要国の調査結果等に分析・解説等を加え、３ヶ月以内。 

 

        イ 野菜関係 

      ａ 需給関連数値情報及び需給に影響を及ぼす事象情報 

（ａ）月報：情報収集の翌月 

（ｂ）ホームページ：月報と同時又は情報収集の翌週 

（ｃ）卸売市場の市況情報（日別・旬別）：情報の収集日の翌日 

（ｄ）気象情報：情報収集の翌日 

（ｅ）貿易情報：情報収集の翌日 

（ｆ）消費情報：情報収集の翌日 

 

        ｂ 国内・海外調査等 

国内、海外調査等：情報収集の翌々月までに提供。ただし、専門家の

分析が必要な場合は３ヶ月以内 

 

ウ 砂糖関係 

          ａ 統計情報及び需給に影響を及ぼす事象情報 

       （ａ）月報：情報収集の翌月 

          （ｂ）ホームページ：月報と同時又は情報収集の翌週 

          ｂ 国内調査等 

国内調査結果等に分析・解説等を加え、翌々月までに提供。ただし、

専門家の分析が必要な場合は３ヶ月以内。 

           ｃ 海外調査等 

海外主要国の調査結果等に分析・解説等を加え、３ヶ月以内。 
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エ 蚕糸関係 

           ａ 統計情報及び需給に影響を及ぼす事象情報 

         （ａ）月報：情報収集の翌月 

          （ｂ）ホームページ：月報と同時又は情報収集の翌週 

           ｂ 国内・海外調査等 

国内・海外調査結果等に分析・解説等を加え、翌々月までに提供。た

だし、専門家の分析が必要な場合は３ヶ月以内。 

 

(5)  消費者への情報提供  

消費者への情報の提供については、消費者の視点に立ってその要望に応えた

分かりやすい情報とするため、以下の措置を講じる。 

 

   ① 15 年度のアンケート調査結果を踏まえ、関心度の強い項目について消費者

ニーズの把握に努める。 

 

② 食品のリスクコミュニケーション、食育、牛肉等のトレーサビリティ、食

品の健康に果たす役割、食品表示、バイオテクノロジー、環境問題、食の安

全・安心等消費者の関心の高い情報について、消費者・有識者等の参加を得

た各分野の情報検討委員会を活用して、消費者の情報ニーズや分かりやすさ

の向上方策等について検討を行う。 

 

③ ホームページの「消費者コーナー」の充実を図る。 

 

   ④ メディアと関係者の意見交換会、消費者代表と関係者の意見交換会(４回

以上）を通じた双方向、同時的な情報や意見の交換により、消費者等の理解

の促進を図る。 

 

⑤ 消費者等を対象に、食と農をめぐる諸課題、食育、食の安全・安心等をテ

ーマとしたフォーラムの開催を通じた双方向、同時的な情報や意見の交換に

より、消費者等の理解の促進を図る。 

 

⑥ フォーラムや消費者代表と関係者の意見交換会等の結果をホームページ

に掲載し、ホームページのご意見・ご要望コーナーの活用を通じた双方向、

同時的な情報や意見の交換により、消費者等の理解の促進を図る。 

 

⑦ 関係機関が開催する農産物フェア等に機構も参加し、一般消費者に直接食

育情報等を提供する。 

  また、展示用パネル等は貸し出しすることで、関係機関の普及啓発活動を
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支援する。 

 

  (6)  ホームページの活用等 

     ① ホームページの１６年度のアクセス件数が、１４０万件以上となるように

する。 

 

② 上記の目的を達成するため、以下の措置を講じる。 

 ア 15 年度に導入したホームページの活用状況を把握するシステムを活用

し、ホームページの活用状況の集計・分析を行い、ホームページ活用の向

上に反映させる。 

 

イ 業務紹介等広報の質の向上を図るため、ホームページ、業務紹介のパン

フレットについてアンケート調査を実施するとともに、情報検討委員会等

を活用して、これらについての意見を聴取する。 

 

ウ １５年度アンケート調査結果及び情報検討委員会の意見を基に広報推進

委員会で検討し、必要に応じてその結果をホームページに反映させる。 

 

エ 広報推進委員会を開催し、機構業務の紹介、消費者の要望する情報（特

に、「消費者コーナー」）について、月２回以上ホームページの掲載情報の

更新を確実に行う。また、消費者が必要とする情報に消費者がアクセスし

やすいよう、ホームページの改善について検討し、必要なものについての

改善を行う。 

 

 (7)  照会事項に対する対応等 

独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１

４０号）に基づく情報の開示を行うほか、情報提供した事項に関する照会に

対しては、15 年度に作成したマニュアルに基づき、原則として翌業務日以内

に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 



第３　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

　１　予　算

（１）　総　計 （単位：百万円）

区分 金額

収入

　運営費交付金 2,308

　国庫補助金 9,158

　その他の政府交付金 133,816

  業務収入 70,446

　負担金 3,664

　納付金 3,664

　資金より受入 43,112

　借入金 71,707

　諸収入 16,542

　計 354,418

支出

　業務経費 314,970

　借入金償還 45,437

  人件費 3,116

　一般管理費 713

　その他支出 798

　計 365,035

　

平成１６年度予算
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（２）　畜産勘定 （単位：百万円）

区分 金額

収入

　運営費交付金 629

　その他の政府交付金 101,042

　調整資金より受入 9,057

　畜産業振興資金より受入 19,434

　諸収入 15,023

　計 145,186

支出

　業務経費 118,273

　　畜産業振興事業費 117,803

　　情報収集提供事業費 416

　　その他業務経費 54

  肉用子牛勘定へ繰入 25,922

  人件費 829

　一般管理費 179

　計 145,202

　

（３）野菜勘定 （単位：百万円）

区分 金額

収入

　国庫補助金 9,158

　野菜事業負担金 3,664

　野菜事業納付金 3,664

　諸収入 1,466

　計 17,951

支出

　業務経費 22,750

　　指定野菜価格安定対策事業費 16,646

　　契約指定野菜安定供給事業費 1,591

　　特定野菜等供給産地育成価格差補給事業費 1,318

　　契約特定野菜等安定供給促進事業費 250

　　重要野菜等緊急需給調整事業費 656

　　野菜構造改革促進特別対策事業費 2,158

　　野菜流通消費合理化推進事業費等 132

　指定野菜価格安定対策資金へ繰入 343

　人件費 681

　一般管理費 155

  その他支出 232

　計 24,161
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（４）砂糖勘定 （単位：百万円）

区分 金額

収入

　運営費交付金 1,388

　その他の政府交付金 11,055

　業務収入 56,596

　砂糖生産振興資金より受入 14,452

　借入金 59,946

　諸収入 11

　計 143,448

支出

　業務経費 117,082

　　糖価調整事業費 102,409

　　砂糖生産振興等事業費 14,452

　　その他業務経費 221

  借入金償還 31,453

  人件費 1,000

　一般管理費 248

　計 149,784

　

（５）生糸勘定 （単位：百万円）

区分 金額

収入

　運営費交付金 110

　その他の政府交付金 1,660

　業務収入 2,005

　蚕糸業振興資金より受入 168

　借入金 11,761

　諸収入 36

　計 15,740

支出

　業務経費 1,716

　　生糸売買事業費 357

    繭糸生産流通等合理化事業 1,345

　　その他業務経費 15

  借入金償還 13,984

  人件費 92

　一般管理費 38

　計 15,830
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（６）補給金等勘定 （単位：百万円）

区分 金額

収入

　その他の政府交付金 20,059

　業務収入 11,845

　諸収入 5

　計 31,909

支出

　業務経費 29,267

　　加工原料乳補給金事業費 22,147

　　輸入乳製品売買事業費 7,119

  人件費 319

　一般管理費 52

　その他支出 223

　計 29,861

　

（７）肉用子牛勘定 （単位：百万円）

区分 金額

収入

　運営費交付金 181

　畜産勘定より受入 25,922

　諸収入 0

　計 26,103

支出

　業務経費 25,882

　　肉用子牛補給金等事業費 25,882

  人件費 194

　一般管理費 40

　計 26,116

　

（８）債務保証勘定 （単位：百万円）

区分 金額

収入

　諸収入 2

　計 2

支出

　業務経費 1

  　保証業務費 1

  人件費 1

　一般管理費 0

　計 2
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２　収支計画

 

（１）総計 （単位：百万円）

区分 金額

費用の部 335,112

　経常費用 335,112

　　業務経費 315,896

　　資金繰入 15,139

　　人件費 3,116

　　一般管理費 707

　　その他支出 223

　　減価償却費 31

収益の部 303,582

　経常収益 288,795

　　運営費交付金収益 2,389

  　補助金等収益 177,152

  　業務収入 70,446

　　資金戻入 37,059

　　資産見返補助金戻入 16

　　諸収入 1,733

　特別利益

　　前期損益修正益 14,787

純損失 △ 31,530
（注記）勘定間の内部取引を除く。

　

平成１６年度収支計画
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（２）畜産勘定 （単位：百万円）

区分 金額

費用の部 159,973

　経常費用 159,973

　　業務経費 118,239

　　　畜産業振興事業費 117,803

　　　情報収集提供事業費 416

　　　その他の業務経費 20

  　肉用子牛勘定へ繰入 25,922

　　畜産業振興資金繰入 14,797

　　人件費 829

　　一般管理費 172

　　減価償却費 14

収益の部 159,989

　経常収益 145,202

　  運営費交付金収益 638

    補助金等収益 144,330

　　諸収入 235

　特別利益 14,787

　　前期損益修正益 14,787

純利益 17

　

（３）野菜勘定 （単位：百万円）

区分 金額

費用の部 23,934

　経常費用 23,934

　　業務経費 22,750

　　　野菜生産出荷安定等事業費 22,750

　　指定野菜価格安定対策資金へ繰入 343

　　人件費 681

　　一般管理費 155

　　減価償却費 5

収益の部 23,934

　経常収益 23,934

　　補助金等収益 48

　　野菜事業資金受入 22,439

    資産見返補助金戻入 2

    諸収入 1,445

純利益 0
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（４）砂糖勘定 （単位：百万円）

区分 金額

費用の部 118,343

　経常費用 118,343

　　業務経費 117,082

      糖価調整事業費 102,409

      砂糖生産振興等事業費 14,452

      その他の業務経費 221

　　人件費 1,000

　　一般管理費 248

　　減価償却費 12

収益の部 83,586

　経常収益 83,586

　　運営費交付金収益 1,458

  　補助金等収益 11,055

  　業務収入 56,596

  　砂糖生産振興資金戻入 14,452

  　資産見返補助金戻入 13

　　諸収入 11

純損失 △ 34,757

　

（５）生糸勘定 （単位：百万円）

区分 金額

費用の部 2,805

　経常費用 2,805

　　業務経費 2,675

　　　生糸売買事業費 1,315

　　　繭糸生産流通合理化等事業費 1,345

　　　その他業務経費 15

　　人件費 92

　　一般管理費 38

収益の部 3,979

　経常収益 3,979

　　運営費交付金収益 110

  　補助金等収益 1,660

  　業務収入 2,005

　　蚕糸業振興資金戻入 168

　　諸収入 36

純利益 1,174
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（６）補給金等勘定 （単位：百万円）

区分 金額

費用の部 29,861

　経常費用 29,861

　　業務経費 29,267

　　　加工原料乳補給金事業費 22,147

　　　輸入乳製品売買事業費 7,119

　　人件費 319

　　一般管理費 52

　　その他支出 223

収益の部 31,909

　経常収益 31,909

  　補助金等収益 20,059

　　業務収入 11,845

　　諸収入 5

純利益 2,047

　

（７）肉用子牛勘定 （単位：百万円）

区分 金額

費用の部 26,116

　経常費用 26,116

　　業務経費 25,882

　　　肉用子牛補給金等事業費 25,882

　　人件費 194

　　一般管理費 40

収益の部 26,105

　経常収益 26,105

　　運営費交付金収益 183

　　畜産勘定より受入 25,922

　　諸収入 0

純損失 △ 11

　

（８）債務保証勘定 （単位：百万円）

区分 金額

費用の部 2

　経常費用 2

　　業務経費 1

　　  保証業務費 1

　　人件費 1

　　一般管理費 0

収益の部 2

　経常収益 2

　　諸収入 2

純損失 △ 0
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３　資金計画

　

（１）総計 （単位：百万円）

区分 金額

資金支出 464,808

　業務活動による支出 309,731

　投資活動による支出 3,407

　財務活動による支出 45,437

　次期中期目標期間への繰越金 106,233

  計 464,808

資金収入 464,808

　業務活動による収入 254,425

　投資活動による収入 11,250

　財務活動による収入 71,707

　前年度繰越金 127,425

  計 464,808

　
（２）畜産勘定 （単位：百万円）

区分 金額
資金支出 199,948
　業務活動による支出 145,196
　投資活動による支出 7
　次期中期目標期間への繰越金 54,746
  計 199,948
資金収入 199,948
　業務活動による収入 116,695
　投資活動による収入 0
　前年度繰越金 83,253
  計 199,948

　

（３）野菜勘定 （単位：百万円）

区分 金額

資金支出 44,065

　業務活動による支出 23,712

　投資活動による支出 3,400

　次期中期目標期間への繰越金 16,952

  計 44,065

資金収入　 44,065

　業務活動による収入 17,951

　投資活動による収入 11,250

　前年度繰越金 14,863

  計 44,065

平成１６年度資金計画
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（４）砂糖勘定 （単位：百万円）

区分 金額
資金支出 144,927
　業務活動による支出 109,005
　財務活動による支出 31,453
　次期中期目標期間への繰越金 4,469
  計 144,927
資金収入 144,927
　業務活動による収入 83,552
　財務活動による収入 59,946
　前年度繰越金 1,430
  計 144,927

（５）生糸勘定 （単位：百万円）

区分 金額
資金支出 15,941
　業務活動による支出 1,846
　財務活動による支出 13,984
　次期中期目標期間への繰越金 111
  計 15,941
資金収入 15,941
　業務活動による収入 4,136
　財務活動による収入 11,761
　前年度繰越金 45
  計 15,941

（６）補給金等勘定 （単位：百万円）

区分 金額
資金支出 59,373
　業務活動による支出 29,775
　次期中期目標期間への繰越金 29,598
  計 59,373
資金収入 59,373
　業務活動による収入 31,909
　前年度繰越金 27,464
  計 59,373

（７）肉用子牛勘定 （単位：百万円）

区分 金額
資金支出 26,436
　業務活動による支出 26,116
　次期中期目標期間への繰越金 320
  計 26,436
資金収入 26,436
　業務活動による収入 26,103
　前年度繰越金 333
  計 26,436

（８）債務保証勘定 （単位：百万円）

区分 金額
資金支出 40
　業務活動による支出 2
　次期中期目標期間への繰越金 38
  計 40
資金収入 40
　業務活動による収入 2
　前年度繰越金 37
  計 40
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第４ 短期借入金の限度額  

 

１ 運営費交付金の受入れの遅延等による資金の不足となる場合における短期借

入金の限度額は、４億円とする。 

 

 ２ 国内産糖価格調整事業の国内産糖交付金の支払資金の一時不足となる場合に

おける短期借入金の限度額は、９００億円とする。 

 

 ３ 生糸売買事業において、短期借入金の借入をしていることができる限度額は１

５１億円とする。 

    

 ４ 生糸売買事業において、短期借入金を年度内に償還することができないで、短

期借入金の借換えをすることとなったときは、３にかかわらず当該借換えにかか

る金額を限度として当該借入金の金額を増額することができる。 

 

第５ 剰余金の使途 

   人材育成のための研修、職場環境等の充実など業務運営に必要なものに充てる。 

 

第６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

   予定なし 

 

第７ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

１ 施設及び設備に関する計画 

  予定なし 

 

２ 職員の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む。）  

 

(1) 方 針 

業務運営の効率化に努め、業務の質・量に対応した職員の適正な配置を進める

とともに、職員の業務運営能力等の育成を図る。 

また、職員の部門間の交流等により、機動的で柔軟な業務運営ができる体制を

整備する。 

 

 (2) 人事に関する指標 

期末の常勤職員数を期初の 98.7％とする。 

 

（参考１） 
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期初の常勤職員  227 人 

期末の常勤職員の見込み  224 人 

 

（参考２） 

人件費総額見込み 2,356 百万円  

 

(3) 業務運営能力等の向上 

  ① 職員の事務処理能力の向上を図るため、１５年度に策定した「業務運営能

力開発向上基本計画」に基づき、同計画に即して研修等を実施する。 

 

    ② 生産現場等での実体験を通じた専門知識・技術及び企業会計、情報ネット

ワーク化等の高度事務処理技術の習得を図るための研修を合計３回行う。 

 

③ 流通・小売段階での研修を行うとともに、消費者等に機構の業務を分かり

やすく情報提供するための広報専門家による講習会やインストラクターによ

る研修を合計４回行う。 

 

④ オン・ザ・ジョブ・トレーニング（ＯＪＴ） 等を通じ、専門知識、高度

事務処理技術等の伝達・実習を円滑に行うための研修を合計４回行うととも

に、自己研鑽をしやすい環境を整備する。 

 

⑤ 会計事務職員の専門的資質の向上を図るための研修を合計３回行う。 

 

⑥ 機構の業務運営に必要な役職員の意識改革を進め、資質・能力の向上を図

るため、有識者による講演会、有識者との意見交換会等（改革フォーラム）

を１６年度中に４回以上開催する。 

 

 

 

 


